
九戸村立九戸中学校校舎及び屋内運動場耐力度調査業務委託　仕様書 

 

第１　本仕様書は、九戸村（以下「発注者」という。）が行う九戸村立九戸中学校校舎及び

屋内運動場耐力度調査業務委託（以下「業務」という。）に適用し、業務に必要な事項及

び作業内容を定める。 

 

第２　業務の実施に当たっては、本仕様書によるほか、次に掲げる図書並びにその他関係

法令、規則及び通達等に準拠して行うこと。 

　１　国又は各種学会等の定める仕様書及び要領等 

　２　「公立学校建物の耐力度調査の実施方法について（通知）（平成 30 年４月２日付 29

文科施第 422 号　文部科学省大臣官房文教施設企画部長）」によること。 

　　　 

第３　資料の貸与 

　　　本業務において、必要な図書等の資料のうち貸与可能なものについては、所定の手

続きにより貸与を受けることができる。 

 

第４　秘密の厳守 

　　　本業務の実施に当たって知り得た事項を、第三者に漏洩し、若しくは成果品（業務

の実施の過程で得られた記録等を含む。）を第三者に閲覧、複写又は譲渡してはならな

い。 

 

第５　業務の実施に係る関係機関との協議は、協議資料等の作成により詳細な打ち合わせ

を行い、手戻りや遅延のないようにすること。 

　　　また、発注者から成果品に関する内容の確認、説明、修正等の依頼があった場合、

受託者は速やかに対応するものとする。なお、関係機関等からの確認、照合、指摘等

により成果品の修正等が必要となった場合についても、発注者と協議のうえ、必要な

対応を行うものとする。 

 

第６　業務内容等 

　１　業務名称　九戸村立九戸中学校校舎及び屋内運動場耐力度調査業務委託 

２　履行場所　九戸郡九戸村大字　山根　地内 

３　業務内容 

(1)　学校施設においての建物の構造耐力、健全度（経年による耐力・機能の低下）、

立地条件による影響の３点の項目を総合的に調査し、老朽化した学校施設を建て替

える際の補助対象に該当する学校であるか判断するための報告書の作成である。 

　　(2)　完成した耐力度調査票等の確認者（岩手県教育委員会の施設担当者）による書類

審査の際は、下記５業務責任者は立会すること。また、指摘事項がある場合は修正

等を行うこと。 

４　受託者の資格要件 

　　下記の条件をいずれも満たす者とする。 



(1)　建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）による一級建築士の資格を保有する者を該

当業務に配置すること。 

(2)　同種業務の実務経験がある者を配置すること。 

 

　５　業務責任者 

　　(1)　受託者は、本業務の処理について直接雇用契約関係にある者の中から、業務責任

者を定めること。 

　　(2)　業務責任者は、建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）による一級建築士の資格を

有し、本業務における技術的な管理を行う上で必要な能力と経験を有する者でなけ

ればならない。 

 

　６　業務の対象は次表に掲げるものとする 

　　（1）住所　九戸村大字山根第 10 地割３　 

　　（2）名称　九戸村立九戸中学校 

　　（3）概要 

 

７　提出書類 

　(1)　着手時（各１部） 

　　ア　着手届 

　　イ　業務責任者指定通知書（内容に変更があった場合は、速やかに委託者へ書面を

もって通知しなければならない） 

　　ウ　業務責任者経歴書（内容に変更があった場合は、速やかに委託者へ書面をもっ

て通知しなければならない） 

　　エ　業務工程表 

　　オ　資格等の証明の写し 

　(2)　完了時 

　　ア　成果品一式 

　　イ　業務完了届　１部 

 

８　成果品の提出部数 

　　　「公立学校建物の耐力度調査の実施方法について（通知）（平成 30 年４月２日付 29

文科施第 422 号　文部科学省大臣官房文教施設企画部長）」によること。 

 建設年 棟 階数 延べ床面積 構造
 昭和 53 年 管理・特別教室棟 ２ 1,100 ㎡ RC
 昭和 53 年 昇降口・渡り廊下 ２ 335 ㎡ RC
 昭和 53 年 教室・特別教室棟 ３ 2,452 ㎡ RC
 昭和 53 年 配膳室 ３ 93 ㎡ S
 昭和 53 年 技術室 １ 244 ㎡ S
 昭和 54 年 屋内運動場 １ 1,254 ㎡ S
 5,478 ㎡



　　(1)　報告書　紙媒体　３部（県２部　村 1部） 

　　(2)　データ　電子媒体　（CD-R）　１部 

 

第７　受注者は、業務完了後に必要な諸手続きを経て、発注者の検査を受けるものとし、

検査の合格をもって業務完了とする。 

 

第８　受注者は、業務完了後でも受注者の責に帰すべき不備及び誤りがある場合は、直ち

に当該業務の訂正、補足並びにその他の処理を行わなければならない。 

 

第９　委託料の支払方法は、発注者の業務完了検査後に契約書に定めるところにより支払

うものとする。 

 

第 10　本仕様書及び関係法令等に明示なき事項に疑義を生じた場合は、発注者と受注者の

協議により決定する。


